
あった.

確かに.多数組合の合意があることのみによって変更後の就業規則の

合理性を直ちに認めることは適.当ではなvlがl企業における多様な労働

者の意見の適正な集約により労働条件を決定することを促進することやl

合理畦の判断につV-て予測可能性を高めることは必要であるo

そこでl一部の労働者のみに対レて大きな不利益を与える変更の顔合
を除き-労働者の意見を適正に集約した上で,過半数組合が合意をした

場合文は労使委員会の委員の5分の4以上の多数により に叫こより労
働者委員の過半数は変更に賛成してVlることが確保される.1変更を認め

る決蓑があった場合には1 L変更後の就業規則の合理性が推定されろとす
ることが適当である.

ここで..どのような事項を合理性の推定の要件とすろかについて,使
用者が変更の内容の合理性に立ち入ることなく純粋に手続的な要件さえ

証明すれば,その後,就業規如の拘束力を否定することの立証責任をす

べて労働者が皐うとすることは,労働者にとって負担が大きすぎるとの
措摘があり得るD

これについてはl使用者が変更後の就業規則の合理性につL,1て推定を

受けるためには.一部の労働者のみに対して大きな不利益を与える変更

ではないことを立証しなければならないので,変更内容の合理性に立ち

入った立証を-走限度で課草れているとvlえるoまた-使用者は1過半
数組合や労使委貞会の労働者委貞が労働者の意見を適正に集約したとVl

う事実を立証しなければならず,これは変更内容の合理性を手続的に検

証する役割を果たすものといえようo さらiこ,推定が働vlた後にも1変

更内容の合理性について労働者側の反証が可能でありlそれをめぐって

使用者側も反論を要するので1使用者も変吏内容の合理性の問題から解
放されるLゎけではないo.

他方ではl就業規則の不利益変更札労働者と使用者とが季渉によっ
て利害を爾整して決定すべきものでありlその決定のプロセスが適正で

あれば変更は-応合理的なものと考えて合理性の推定をするべきであっ
て,ト部の労働者のみに対して大きな不利益を与えるものではないjこ

とのような変更内容に関する事項.を,推定が働くための要件として求め

る.ことは適当でないとの意見もあったo

.これについて,一部の労働者のみに対して大きな不利益を与えること

が明らかな場合には,手続的に多数決の濫用に当たるおそれがあること

から1変更内容の合理性の推定を認めることは適当でないo
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